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(57)【要約】
【課題】薄型化が可能であり、且つ視野角コントラスト
が改善され及び視野角色味が軽減された液晶表示装置の
提供。
【解決手段】黒表示時に基板に対して垂直配向した液晶
層（５）を有する液晶セル（ＬＣ）と、該液晶セルを挟
んで、それぞれの吸収軸を互いに直交にして配置される
２枚の偏光子（８ａ及び８ｂ））と、前記２枚の偏光子
のそれぞれと液晶セルとの間に配置される、光学的異方
性が同等である位相差膜（１０ａ及び１０ｂ）とを有す
る液晶表示装置であって、前記位相差膜がセルロースア
シレート及び液晶化合物を含み、且つ下記式（Ｉ）～（
IV）を満たすことを特徴とする液晶表示装置である。
　（Ｉ）３０≦Ｒｅ（５５０）≦８０
　（II）７０≦Ｒｔｈ（５５０）≦１４０
　（III）Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）＜１
　（IV）Ｒｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）＞１
（ここで、Ｒｅ（λ）は波長λ［ｎｍ］で測定したフィ
ルム面内のレターデーション［ｎｍ］を表す。）
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
黒表示時に基板に対して垂直配向する液晶層を有する液晶セルと、該液晶セルを挟んで、
それぞれの吸収軸を互いに直交にして配置される２枚の偏光子と、前記２枚の偏光子のそ
れぞれと液晶セルとの間に配置される、光学的異方性が同等である位相差膜とを有する液
晶表示装置であって、前記位相差膜がセルロースアシレート及び液晶化合物を含み、且つ
下記式（Ｉ）～（IV）を満たすことを特徴とする液晶表示装置。
　（Ｉ）　３０≦Ｒｅ（５５０）≦８０
　（II）　７０≦Ｒｔｈ（５５０）≦１４０
　（III）　Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）＜１
　（IV）　Ｒｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）＞１
（Ｒｅ（λ）は波長λ［ｎｍ］で測定したフィルム面内のレターデーション［ｎｍ］を、
及びＲｔｈ（λ）は波長λ［ｎｍ］で測定したフィルム膜厚方向のレターデーション［ｎ
ｍ］を表す。）
【請求項２】
前記位相差膜が、下記式（Ｖ）及び（VI）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の液
晶表示装置。
（Ｖ）　Ｒｔｈ（４５０）／Ｒｔｈ（５５０）＜１
（VI）　Ｒｔｈ（６５０）／Ｒｔｈ（５５０）＞１
【請求項３】
前記位相差膜が、下記式（VII）を満たすことを特徴とする請求項１又は２に記載の液晶
表示装置。
（VII）　１．２≦Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）≦２．６
【請求項４】
前記位相差膜が、前記液晶化合物を０．１質量％以上３０質量％以下含有し、該液晶化合
物の全添加剤に対する比率が５質量％以上１００質量％以下であることを特徴とする請求
項１～３のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
前記液晶化合物が、下記式（Ｉ）で表される化合物であることを特徴とする請求項１～４
のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【化１】

（式中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表す。Ａ1及びＡ2は各々独立
に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す。）、－Ｓ－及び－ＣＯ－からな
る群から選ばれる基を表す。Ｒ1、Ｒ2、及びＲ3は各々独立に置換基を表す。Ｘは１４～
１６族原子を表す。ｎは０から２までの整数を表す。）
【請求項６】
前記液晶化合物が、下記式（ａ）で表される棒状化合物であることを特徴とする請求項１
～４のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
　一般式（ａ）：Ａｒ1－Ｌ12－Ｘ－Ｌ13－Ａｒ2
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（上記式（ａ）中、Ａｒ1及びＡｒ2は、それぞれ独立に、芳香族基であり、Ｌ12及びＬ13

は、それぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ－Ｏ－基より選ばれる二価の連結基であり
、Ｘは、１，４－シクロへキシレン基、ビニレン基又はエチニレン基である。）
【請求項７】
前記位相差膜が、さらに、波長２５０ｎｍ～３８０ｎｍに吸収極大がある円盤状化合物を
含有することを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
前記位相差膜の膜厚が、３０～１００μｍであることを特徴とする請求項１～７のいずれ
か１項に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
黒表示時の前記液晶層と前記位相差膜とが、下記式（VIII）の関係を満たすことを特徴と
する請求項１～８のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
（VIII）　０．５≦（２×Ｒｔｈ（５５０））／Δｎ（５５０）×ｄ≦１．３
（Δｎ（５５０）は液晶層中の液晶の５５０ｎｍにおける固有複屈折、ｄは液晶層の厚み
、Ｒｔｈ（５５０）は５５０ｎｍにおける位相差膜の膜厚方向のレターデーション、を示
す。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板及び位相差膜を含む液晶表示装置、特にＶＡ（ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ
ａｌｉｇｎｅｄ）モードの液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＶＡモードの液晶表示装置では、液晶セルの上下に偏光板をその吸収軸を互いに直交さ
せて配置し、さらに、偏光板のそれぞれと液晶セルとの間に、光学的に２軸性の位相差膜
を配置することにより、広い視野角が実現できること、すなわち表示特性を向上できるこ
とが知られている（例えば、特許文献１）。
【０００３】
　従来、上記構成のＶＡモード液晶表示装置に用いられる位相差膜には、２０～７０ｎｍ
程度の面内レターデーション（Ｒｅ）、及び７０～４００ｎｍ程度の厚み方向レターデー
ション（Ｒｔｈ）が必要とされる。従って、位相差膜としては、ポリカーボネートフィル
ムやポリスルホンフィルムのようなレターデーション値が高い（固有複屈折が大きい）、
合成ポリマーフィルムを用いることが有利と考えられていた。
【０００４】
　一方、セルロースアシレートフィルム、中でも、セルロースアセテートフィルムは、他
のポリマーフィルムと比較して、固有複屈折が小さい（レターデーション値が低い）とい
う特徴がある。従って、光学的等方性が要求される用途、例えば偏光板の保護フィルムに
は、セルロースアセテートフィルムを用いるのが一般的である。
【０００５】
　特許文献２には、従来の一般的な原則を覆して、光学的異方性が要求される用途にも使
用できる高いレターデーション値を有するセルロースアセテートフィルムが開示されてい
る。該特許文献２では、少なくとも２つの芳香環を有する芳香族化合物をセルロースエス
テルに添加することで、高いレターデーション値を示すセルロースエステルフィルムを提
供している。一般的に、セルローストリアセテートは延伸し難い高分子素材であり、複屈
折率を大きくすることは困難であることが知られているが、添加剤を添加し、延伸処理で
配向させることにより複屈折率を大きくすることを可能にし、高いレターデーション値を
実現している。このフィルムは偏光板の保護フィルムを兼ねることができるため、安価で
薄膜な液晶表示装置を提供することができる利点がある。
【０００６】
　また特許文献３には、少なくとも二つの芳香族環を有する棒状化合物を添加することに
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より、Ｒｅが２０～７０ｎｍ、Ｒｔｈが７０～４００ｎｍ、及びＲｅ／Ｒｔｈが０．２～
０．４であり、膜厚が４０～１１０μｍであるセルロースアアシレートフィルムのみから
なる光学補償シートが開示されている。
【特許文献１】特許第３３３０５７４号明細書
【特許文献２】欧州特許出願公開０９１１６５６Ａ２号明細書
【特許文献３】特開２００５－１３４８６３号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　近年、液晶表示装置には動画表示性能の向上が望まれており、液晶セルの薄型化に対す
る要求がある。本発明者が検討した結果、薄層化されたＶＡモード液晶セルを、従来の位
相差膜で光学補償すると、位相差膜のＲｅが不足し、光学補償が不充分になることがわか
った。
　位相差膜のＲｅ及びＲｔｈは、複屈折と厚みとの積なので、位相差膜の厚みを厚くすれ
ばＲｅを大きくすることができる。しかし、液晶セルの薄型化と同時に、位相差膜につい
ても薄膜化の要求があるので、薄い膜厚の位相差膜でより大きなＲｅを達成する必要があ
る。
【０００８】
　本発明は、薄型化が可能であり、且つ視野角コントラストが改善され及び視野角色味が
軽減された、表示性能に優れた、液晶表示装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記課題を解決するための手段は以下の通りである。
［１］　黒表示時に基板に対して垂直配向する液晶層を有する液晶セルと、該液晶セルを
挟んで、それぞれの吸収軸を互いに直交にして配置される２枚の偏光子と、前記２枚の偏
光子のそれぞれと液晶セルとの間に配置される、光学的異方性が同等である位相差膜とを
有する液晶表示装置であって、前記位相差膜がセルロースアシレート及び液晶化合物を含
み、且つ下記式（Ｉ）～（IV）を満たすことを特徴とする液晶表示装置。
　（Ｉ）３０≦Ｒｅ（５５０）≦８０
　（II）７０≦Ｒｔｈ（５５０）≦１４０
　（III）Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）＜１
　（IV）Ｒｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）＞１
（Ｒｅ（λ）は波長λ［ｎｍ］で測定したフィルム面内のレターデーション［ｎｍ］を表
す。）
［２］　前記位相差膜が、下記式（Ｖ）及び（VI）を満たすことを特徴とする［１］の液
晶表示装置。
（Ｖ）Ｒｔｈ（４５０）／Ｒｔｈ（５５０）＜１
（VI）Ｒｔｈ（６５０）／Ｒｔｈ（５５０）＞１
（Ｒｔｈ（λ）は波長λ［ｎｍ］で測定したフィルム膜厚方向のレターデーション［ｎｍ
］を表す。）
［３］　前記位相差膜が、下記式（VII）を満たすことを特徴とする［１］又は［２］の
液晶表示装置。
（VII）　１．２≦Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）≦２．６
［４］　前記位相差膜が、前記液晶化合物を０．１質量％以上３０質量％以下含有し、該
液晶化合物の全添加剤に対する比率が５質量％以上１００質量％以下であることを特徴と
する［１］～［３］のいずれかの液晶表示装置。
【００１０】
［５］　前記液晶化合物が、下記式（Ｉ）で表される化合物であることを特徴とする［１
］～［４］のいずれかの液晶表示装置。
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【化１】

（式中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表す。Ａ1及びＡ2は各々独立
に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す。）、－Ｓ－及び－ＣＯ－からな
る群から選ばれる基を表す。Ｒ1、Ｒ2、及びＲ3は各々独立に置換基を表す。Ｘは１４～
１６族原子を表す。ｎは０から２までの整数を表す。）
【００１１】
［６］　前記液晶化合物が、下記式（ａ）で表される棒状化合物であることを特徴とする
［１］～［４］のいずれかの液晶表示装置。
　一般式（ａ）：Ａｒ1－Ｌ12－Ｘ－Ｌ13－Ａｒ2

　上記一般式（ｉ）において、Ａｒ1及びＡｒ2は、それぞれ独立に、芳香族基であり、Ｌ
12及びＬ13は、それぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ－Ｏ－基より選ばれる二価の連
結基であり、Ｘは、１，４－シクロへキシレン基、ビニレン基又はエチニレン基である。
［７］　前記位相差膜が、さらに、波長２５０ｎｍ～３８０ｎｍに吸収極大がある円盤状
化合物を含有することを特徴とする［１］～［６］のいずれかの液晶表示装置。
［８］　前記位相差膜の膜厚が、３０～１００μｍであることを特徴とする［１］～［７
］のいずれかの液晶表示装置。
［９］　黒表示時の前記液晶層と前記位相差膜とが、下記式（ＶＩＩＩ）の関係を満たす
ことを特徴とする［１］～［８］のいずれかの液晶表示装置。
（VIII）　０．５≦（２×Ｒｔｈ（５５０））／Δｎ（５５０）×ｄ≦１．３
（Δｎ（５５０）は液晶層中の液晶の５５０ｎｍにおける固有複屈折、ｄは液晶層の厚み
、Ｒｔｈ（５５０）は５５０ｎｍにおける位相差膜の膜厚方向のレターデーション、を示
す。）
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、薄型化が可能であり、且つ視野角コントラストが改善され及び視野角
色味が軽減された、表示性能に優れた、液晶表示装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明について詳細に説明する。なお、本明細書において「～」を用いて表され
る数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値及び上限値として含む範囲を意味
する。
　まず、本明細書で用いられる用語について、説明する。
（レターデーション、Ｒｅ、Ｒｔｈ）
本明細書において、Ｒｅ（λ）及びＲｔｈ（λ）は各々、波長λにおける面内のレターデ
ーション（ｎｍ）及び厚さ方向のレターデーション（ｎｍ）を表す。Ｒｅ（λ）はＫＯＢ
ＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフィルム
法線方向に入射させて測定される。
　測定されるフィルムが１軸又は２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、以
下の方法によりＲｔｈ（λ）は算出される。
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　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲに
より判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意
の方向を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０度まで１０度
ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、そ
の測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基にＫＯ
ＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデー
ションの値がゼロとなる方向をもつフィルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角
度でのレターデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷ
Ｒが算出する。
　尚、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意の方
向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その値と
平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基に、以下の式（Ｘ）及び式（XI）よりＲｔ
ｈを算出することもできる。
【００１４】
【数１】

注記：
上記のＲｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション値をあら
わす。また、式中、ｎｘは面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内において
ｎｘに直交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘ及びｎｙに直交する方向の屈折率を表す
。ｄは膜厚を表す。
【００１５】
　測定されるフィルムが１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学軸
（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法によりＲｔｈ（λ）は
算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲに
より判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して－５０度から＋５
０度まで１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１点
測定し、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値
を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。
　上記の測定において、平均屈折率の仮定値は　ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩ
ＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することができる
。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計で測定することができる。主
な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：
　セルロースアシレート（１．４８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカ
ーボネート（１．５９）、ポリメチルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．
５９）である。
　これら平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲ
はｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出する。この算出されたｎｘ，ｎｙ，ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－ｎ
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ｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）が更に算出される。
【００１６】
　本発明において、位相差膜等の「遅相軸」は、屈折率が最大となる方向を意味する。ま
た、「可視光領域」とは、３８０ｎｍ～７８０ｎｍのことをいう。さらに屈折率の測定波
長は特別な記述がない限り、可視光域のλ＝５５０ｎｍでの値である。
　また、本明細書において、位相差膜及び液晶層等の各部材の光学特性を示す数値、数値
範囲、及び定性的な表現（例えば、「同等」、「等しい」等の表現）については、液晶表
示装置やそれに用いられる部材について一般的に許容される誤差を含む数値、数値範囲及
び性質を示していると解釈されるものとする。
【００１７】
　本発明の液晶表示装置の一例の概略模式図を図１に示す。なお、図１中、上を観察者側
、下をバックライト側とする。
　図１のＶＡモード液晶表示装置は、液晶セルＬＣ（上側基板１、下側基板３、および液
晶層５、からなる）と、液晶セルＬＣを挟持して配置される一対の上側偏光板Ｐ１及び下
側偏光板Ｐ２とを有する。なお、偏光膜は、双方の表面に保護フィルムを有する偏光板と
して液晶表示装置に組み込まれるのが一般的であるが、図１では、偏光膜の外側保護フィ
ルムは省略した。偏光板Ｐ１及びＰ２は、それぞれ偏光膜８ａ及び８ｂを有し、その吸収
軸９ａ及び９ｂを互いに直交方向にして配置されている。液晶セルＬＣはＶＡモードの液
晶セルであり、黒表示時には、図１に示す通り、液晶層５はホメオトロピック配向になる
。上側基板１と下側基板３は、それぞれ内面に、配向膜（図示せず）と電極層（図示せず
）を有し、さらに観察者側の基板１の内面には、カラーフィルタ層(図示せず)を有する。
【００１８】
　上側基板１と上側偏光膜８ａとの間、及び下側基板３と下側偏光膜８ｂとの間には、位
相差膜１０ａ及び１０ｂがそれぞれ配置されている。位相差膜１０ａ及び１０ｂは、下記
式（Ｉ）～（ＩＶ）をそれぞれ満足し、光学異方性が同等、即ち、Ｒｅ及びＲｔｈが互い
に等しい位相差膜である。
　（Ｉ）３０≦Ｒｅ（５５０）≦８０
　（II）７０≦Ｒｔｈ（５５０）≦１４０
　（III）Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）＜１
　（IV）Ｒｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）＞１
　位相差膜１０ａ、１０ｂは、その面内遅相軸１１ａ、１１ｂを、上側偏光膜８ａ及び下
側偏光膜８ｂの吸収軸９ａ、９ｂと直交にして配置される。即ち、位相差膜１０ａ及び１
０ｂは、それぞれの遅相軸を直交にして配置される。
【００１９】
　位相差膜１０ａ及び１０ｂは、セルロースアシレートと液晶化合物とを少なくとも含む
セルロースアシレートフィルムである。位相差膜１０ａ及び１０ｂは、それぞれ偏光膜８
ａ及び８ｂの保護フィルムを兼ねていてもよい。勿論、位相差膜１０ａ及び１０ｂと、偏
光膜８ａ及び８ｂとの間のそれぞれには、保護フィルムが別途配置されていてもよいが、
保護フィルムを配置する場合は、例えば、特開２００５－１３８３７５号公報に記載のセ
ルロースアシレートフィルム等の、レターデーションがほぼ０である等方性のフィルムを
用いるのが好ましい。
【００２０】
　本発明の液晶表示装置は、薄型化の要求に対応可能であり、従来、液晶層のΔｎｄ（Δ
ｎ：液晶の複屈折性、ｄ：層厚み）が３５０ｎｍ程度であったのに対して、図１の液晶表
示装置では、液晶層５のΔｎｄは２５０～３４５ｎｍ程度とすることができる。
　図１に示すＶＡモード液晶表示装置と同様の光学補償原理を利用した態様、即ち、液晶
セル（図１中では、ＬＣ）を中心として対称的な位置に配置された光学異方性が同等の２
つの位相差膜（図１中では、１０ａ及び１０ｂ）のＲｅ及びＲｔｈによって、液晶セルＬ
Ｃの黒表示時の斜め方向に生じる複屈折性を補償する態様、では、その偏光状態の動きを
、ポアンカレ球上の動きとして示すと、例えば、図２のようになる。なお、ポアンカレ球
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は偏光状態を記述する三次元マップで、球の赤道上は楕円率が０の直線偏光の偏光状態を
表している。図２は、ポアンカレ球を、Ｓ２軸の正の方向から見た図である。図２中の点
（ｉ）は、黒表示時に斜め方向から入射した光がバックライト側偏光膜を通過して直線偏
光となった、その偏光状態を示していて、偏光状態点（ｉ）が、Ｓ１軸上の消光点である
偏光状態点（ii）に変換されれば、液晶表示装置に斜め入射した際のコントラストの低下
はなくなる。ＲＬは液晶セルの上下に対照的に配置された位相差膜を通過する際の光の偏
光状態の軌跡を示し、及びＬＣは液晶セルを通過する際の光の偏光状態の軌跡を示してい
る。従来、図１に示すような同等な光学異方性の位相差膜を上下対照的に配置したＶＡモ
ード液晶表示装置では、図２に示すように、点対照の軌跡によって、入射光の偏光状態を
変換して、黒表示時の斜め方向の光漏れを軽減していた。本発明のように薄型化が可能な
ように液晶層の厚みを薄くすると、液晶層のΔｎｄが小さくなり、液晶層を通過する光の
偏光状態の変換の軌跡を示すＬＣの矢印の長さが短くなる。例えば、図３に示す通り、薄
型化された液晶層（ＬＣ'）を、従来の位相差膜をそのまま用いて同一の構成で光学補償
を試みても、矢印ＬＣ’が矢印ＬＣより短いため、点（ｉ）から点（ii）へ、図２に示す
ような対照的な軌跡で変換するのは困難である。そこで、本発明では、上記式（I）及び
（II）を満足する位相差膜（図１では１０ａ及び１０ｂ）を用いることで、図４に示す通
り、従来の位相差膜を光が通過する際とは、異なる回転軸及び回転角度で偏光状態を変換
することによって、全体的には、従来と同様の点対照的の軌跡による偏光状態の変換を可
能とし、黒表示時の斜め方向の光漏れを軽減している。同観点から、本発明では、前記位
相差膜のＲｅ（５５０）は、３０～８０ｎｍであるのが好ましく、４０～７０ｎｍである
のがさらに好ましく；及び位相差膜のＲｔｈ（５５０）は、７０～１４０ｎｍであるのが
好ましく、８０～１３０ｎｍであるのがさらに好ましい。
【００２１】
　さらに、本発明では、上記式（III）及び（IV）を満足する、即ち、可視光域において
Ｒｅの波長依存性が逆分散性の、位相差膜（図１では１０ａ及び１０ｂ）を用いることで
、黒表示時の斜め方向に生じるカラーシフトも軽減している。位相差領域を通過すること
による偏光状態の変化は、ポアンカレ球上では、該位相差領域の光学特性、Nｚ値（具体
的にはRth／Reに０．５を加えた値）に応じて決定される特定の軸の回りに、特定の角度
回転させることで表される。該回転角度の大きさ（回転量）は、通過した位相差領域の位
相差に比例し、且つ入射光の波長の逆数に比例するので、例えば、Ｒｅが波長に依存せず
フラットの位相差膜を用いると、短波長の光ほど大きく回転し、長波長の光ほど小さく回
転する。その結果、可視光域の中間波長であるＧ光（５５０ｎｍ程度）で消光点となるよ
うに光学特性を最適化したとしても、それよりも長波長なＲ光（６５０ｎｍ程度）や短波
長なＢ光（４５０ｎｍ程度）では、偏光状態を消光点へ変換することができず、斜め方向
においてカラーシフトが生じる。そこで、本発明では、Ｒｅの波長依存性が逆分散性、即
ち、短波長な光に対してＲｅがより小さくなる特性の位相差膜を用いることで、入射光の
波長に依存して生じる偏光状態のズレを相殺し、このようなカラーシフトを軽減している
。
【００２２】
　本発明では、上記と同観点から、位相差膜（図１では１０ａ及び１０ｂ）のＲｔｈも、
可視光域の光に対する波長依存性が、逆分散性であるのが好ましく、具体的には、下記式
（Ｖ）及び（VI）を満足しているのが好ましい。
（Ｖ）Ｒｔｈ（４５０）／Ｒｔｈ（５５０）＜１
（VI）Ｒｔｈ（６５０）／Ｒｔｈ（５５０）＞１
（ここで、Ｒｔｈ（λ）は波長λ［ｎｍ］で測定したフィルム膜厚方向のレターデーショ
ン［ｎｍ］を表す。）
【００２３】
　また、本発明では、位相差膜（図１では１０ａ及び１０ｂ）が、下記式（VII）を満足
していると、図２のポアンカレ球上で、ＲＬのような動きではなく、図４の１０ａ及び１
０ｂのような特定の軸で偏光を変換することができ、液晶層の厚みが薄くなっても光学補
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償が可能になるので好ましい。
（VII）　１．２≦Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）≦２．６
同観点から、Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）は、１．３～２．６であるのがより好ま
しく、１．４～２．６であるのがさらに好ましい。
【００２４】
　また、本発明では、黒表示時の液晶セルの液晶層（図１では５）と、前記位相差膜（図
１では１０ａ及び１０ｂ）とが、下記式（VIII）の関係を満たしていると、図３のポアン
カレ球上で、ＲＬのような動きをするフィルムでは、液晶層ＬＣ'を光学補償するのが困
難であるのに対し、液晶層５のようにＬＣ'よりも厚みが薄くなっても、図４の１０ａ及
び１０ｂのような動きが可能となり、光学補償できるので好ましい。
（VIII）０．７≦（２×Ｒｔｈ（５５０））／Δｎ（５５０）×ｄ≦１．３
　式中、Δｎ（５５０）は液晶層中の液晶の５５０ｎｍにおける固有複屈折、ｄは液晶層
の厚み、Ｒｔｈ（５５０）は５５０ｎｍにおける位相差膜の膜厚方向のレターデーション
、を示す。
【００２５】
　本発明は、ＶＡモード液晶表示装置の態様が好ましい。ＶＡモードの中でも、一画素を
複数の領域に分割するマルチドメインと呼ばれる構造にすると上下左右の視野角特性が平
均化され、表示品質が向上するので好ましい。
【００２６】
　本発明の液晶表示装置は、駆動方法により、ＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓ
ｉｓｔｏｒ）やＭＩＭ（Ｍｅｔａｌ　Ｉｎｓｕｌａｔｏｒ　Ｍｅｔａｌ）のような３端子
又は２端子反導体素子を用いたアクティブマトリックス液晶表示装置と、時分割駆動と呼
ばれるＳＴＮ型に代表されるパッシブマトリックス液晶表示装置に適用した態様があり、
本発明はいずれにおいても有効である。
【００２７】
　以下、本発明の液晶表示装置に用いられる種々の部材について詳細に説明する。
［位相差膜］
　本発明の液晶表示装置に用いる位相差膜は、上記式（Ｉ）～（ＩＶ）を満足する。従来
、セルロースアシレートを主原料として含むセルロースアシレートフィルムでは、前記式
（Ｉ）及び（II）の光学特性を達成するのは困難であった。例えば、上記特許文献２及び
３に記載の技術では、Ｒｅを前記式（Ｉ）を満足するように増加させると、Ｒｔｈが前記
式（II）の上限値（１４０ｎｍ）を超えてしまい、前記式（Ｉ）及（II）を同時に満足す
るセルロースアシレートフィルムを作製するのは困難であった。仮に達成できたとしても
、膜厚が極端に厚くなってしまうという問題があった。本発明では、液晶化合物を添加す
ることで、前記式（Ｉ）及び（II）を満足するセルロースアシレートフィルムの作製を可
能としている。
【００２８】
・セルロースアシレート：
　前記位相差膜の作製に用いるセルロースアシレートの代表例としては、トリアセチルセ
ルロースが挙げられる。セルロースアシレート原料のセルロースとしては、綿花リンタや
木材パルプ（広葉樹パルプ，針葉樹パルプ）などがあり、何れの原料セルロースから得ら
れるセルロースアシレートでも使用でき、場合により混合して使用してもよい。これらの
原料セルロースについての詳細な記載は、例えば、丸澤、宇田著、「プラスチック材料講
座（１７）繊維素系樹脂」日刊工業新聞社（１９７０年発行）や発明協会公開技報公技番
号２００１－１７４５号（７頁～８頁）に記載のセルロースを用いることができ、前記セ
ルロースアシレートフィルムに対しては特に限定されるものではない。
【００２９】
　セルロースアシレートの置換度は、セルロースの構成単位（（β）１，４－グリコシド
結合しているグルコース）に存在している、３つの水酸基がアシル化されている割合を意
味する。置換度（アシル化度）は、セルロースの構成単位質量当りの結合脂肪酸量を測定
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して算出することができる。測定方法は、「ＡＳＴＭ　Ｄ８１７－９１」に準じて実施す
る。
　前記位相差膜の作製に用いるセルロースアシレートのアセチル置換度は光学特性発現の
観点では、アセチル置換度が低い方がセルロースアセテートの固有複屈折が増大するため
、より低延伸倍率かつ薄い膜厚で、所望の位相差値に制御することが可能である。一方、
位相差の逆分散性の観点では、アセチル置換度が高い方がよりアセチル側鎖の密度が増大
するため主鎖と直交する分極率成分が増大し、逆分散性を高めることが可能となる。これ
らの観点から、前記式（Ｉ）～（IV）を満たし且つ薄膜である前記位相差膜の作製に用い
るセルロースアシレートは、アセチル置換度が２．５０～３．００であるセルロースアセ
テートが好ましい。前記アセチル置換度は２．７０～２．９７がさらに好ましい。また、
前記セルロースアシレートは、アセチル基に代えて、又はアセチル基とともに、アセチル
基以外のアシル基で置換されていてもよい。中でも、アセチル、プロピオニル及びブチリ
ル基から選ばれる少なくとも一種のアシル基を有するセルロースアシレート、又は、アセ
チル、プロピオニル及びブチリル基から選ばれる少なくとも二種のアシル基を有するセル
ロースアシレートが好ましい。
【００３０】
　前記セルロースアシレートは、３５０～８００の質量平均重合度を有することが好まし
く、３７０～６００の質量平均重合度を有することがさらに好ましい。また本発明で用い
られるセルロースアシレートは、７００００～２３００００の数平均分子量を有すること
が好ましく、７５０００～２３００００の数平均分子量を有することがさらに好ましく、
７８０００～１２００００の数平均分子量を有することがよりさらに好ましい。
【００３１】
　前記セルロースアシレートは、アシル化剤として酸無水物や酸塩化物を用いて合成でき
る。工業的に最も一般的な合成方法では、綿花リンタや木材パルプなどから得たセルロー
スをアセチル基及び他のアシル基に対応する有機酸（酢酸、プロピオン酸、酪酸）又はそ
れらの酸無水物（無水酢酸、無水プロピオン酸、無水酪酸）を含む混合有機酸成分でエス
テル化してセルロースエステルを合成する。
【００３２】
　本発明において、位相差膜として用いるセルロースアシレートフィルムは、ソルベント
キャスト法により製造されるのが好ましい。ソルベントキャスト法を利用したセルロース
アシレートフィルムの製造例については、米国特許第２，３３６，３１０号、同２，３６
７，６０３号、同２，４９２，０７８号、同２，４９２，９７７号、同２，４９２，９７
８号、同２，６０７，７０４号、同２，７３９，０６９号及び同２，７３９，０７０号の
各明細書、英国特許第６４０７３１号及び同７３６８９２号の各明細書、並びに特公昭４
５－４５５４号、同４９－５６１４号、特開昭６０－１７６８３４号、同６０－２０３４
３０号及び同６２－１１５０３５号等の記載を参考にすることができる。また、前記セル
ロースアシレートフィルムは、延伸処理を施されていてもよい。延伸処理の方法及び条件
については、例えば、特開昭６２－１１５０３５号、特開平４－１５２１２５号、同４－
２８４２１１号、同４－２９８３１０号、同１１－４８２７１号　等に記載の例を参考に
することができる。
　なお、前記セルロースアシレートフィルムをソルベントキャスト法で作製する場合は、
下記の液晶化合物等の添加剤は、セルロースアシレート組成物の溶液中に添加される。例
えば、下記の液晶化合物等を有機溶媒に溶解した溶液を、セルロースアシレート組成物の
溶液に添加してもよい。
【００３３】
　本発明に前記位相差膜として利用されるフィルムは、前記セルロースアシレートを主原
料として含んでいるのが好ましい。
【００３４】
・液晶化合物：
　本発明では、前記位相差膜としての条件を満足するセルロースアシレートフィルムを作
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製するために、セルロースアシレートフィルム中に、Ｒｅ発現剤として、液晶化合物の少
なくとも一種を添加する。ここで、「Ｒｅ発現剤」とはフィルム面内の複屈折を発現する
性質を有する化合物である。
【００３５】
　本発明に用いられる液晶化合物は、好ましくは１００℃～３００℃の温度範囲で液晶相
を発現する。より好ましくは１２０℃～２５０℃である。液晶相は、カラムナー相、ネマ
チィク相またはスメクティック相が好ましく、ネマチィク相またはスメクティック相がよ
り好ましい。
【００３６】
　本発明においては、複数の液晶化合物を用いてもよい。その場合、複数混合して得られ
る混合物を調製した場合においても液晶性をしめすことが好ましく、該混合物においても
、液晶化合物が単独で示す液晶相と同一の液晶相が形成されることが好ましい。
【００３７】
　本明細書において、レターデーション発現剤として用いる液晶化合物の液晶性評価は、
エクリプスＥ６００ＰＯＬ偏光顕微鏡（（株）ニコン製）を使用し、これを用いて視認す
ることによって化合物の液晶状態の有無および相転移温度を測定した。温度コントロール
はＦＰ９０（メトラー・トレド（株）製）に接続したホットステージＦＰ８２ＨＴ（メト
ラー・トレド（株）製）を使用して制御し、偏光顕微鏡にて観察される光学組織の変化か
ら液晶相を測定している。
　液晶化合物を秤量した後にサンプル瓶に取り分け、有機溶媒（例えばメチレンクロライ
ドなど）で均一な溶液系としてから溶媒をドライアップすることで行なう。
　上記の方法で準備した液晶性評価用の化合物をスライドガラスとカバーガラスに挟み込
み、該ホットステージで１０℃／分の速度で加熱しながら該偏光顕微鏡で経時変化を観察
する。
　その結果、上記液晶化合物が均一な液晶相を形成する場合は液晶性を示すと判断し、均
一な液晶相を示さずに等方相である場合や不均一である場合には液晶性がないと判断でき
る。
【００３８】
　前記位相差膜として利用するセルロースアシレートフィルムは、下記一般式（Ａ）で表
される液晶化合物の少なくとも一種を含有するのが好ましい。下記一般式（Ａ）で表され
る液晶化合物を用いることにより、レターデーションを上昇させることができるとともに
、レターデーションの波長分散性が、逆分散の位相差膜が得られる。
【００３９】
【化２】

【００４０】
　式中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表し；Ａ1及びＡ2は各々独立
に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す）、－Ｓ－及び－ＣＯ－からなる
群から選ばれる基を表し；Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は各々独立に置換基を表し；Ｘは第１４～１
６族の非金属原子を表し（ただし、Ｘには水素原子又は置換基が結合してもよい）；ｎは
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０～２までのいずれかの整数を表す。
【００４１】
　前記一般式（Ａ）で表される化合物の中でも、Ｒｅ発現剤としては、下記一般式（Ｂ）
で表される化合物が好ましい。
【００４２】
【化３】

【００４３】
　一般式（Ｂ）中、Ｌ1及びＬ2は各々独立に単結合又は二価の連結基を表す。Ａ1及びＡ2

は各々独立に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基を表す。）、－Ｓ－及びＣＯ
－からなる群から選ばれる基を表す。Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4及びＲ5は各々独立に置換基を
表す。ｎは０～２の整数を表す。
【００４４】
　一般式（Ａ）又は（Ｂ）において、Ｌ1及びＬ2が表す二価の連結基としては、好ましく
は下記の例が挙げられる。
【００４５】
【化４】

【００４６】
　さらに好ましくは－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－である。
【００４７】
　一般式（Ａ）又は（Ｂ）において、Ｒ1は置換基であり、複数存在する場合は同じでも
異なっていてもよく、環を形成してもよい。置換基の例としては下記のものが適用できる
。
【００４８】
　ハロゲン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、アルキル基
（好ましくは炭素数１～３０のアルキル基、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル
基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基）、
シクロアルキル基（好ましくは、炭素数３～３０の置換又は無置換のシクロアルキル基、
例えば、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、４－ｎ－ドデシルシクロヘキシル基）、
ビシクロアルキル基（好ましくは、炭素数５～３０の置換又は無置換のビシクロアルキル
基、つまり、炭素数５～３０のビシクロアルカンから水素原子を一個取り去った一価の基
である。例えば、ビシクロ［１，２，２］ヘプタン－２－イル基、ビシクロ［２，２，２
］オクタン－３－イル基）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～３０の置換又は無置換
のアルケニル基、例えば、ビニル基、アリル基）、シクロアルケニル基（好ましくは、炭
素数３～３０の置換又は無置換のシクロアルケニル基、つまり、炭素数３～３０のシクロ
アルケンの水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、２－シクロペンテン－１
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－イル、２－シクロヘキセン－１－イル基）、ビシクロアルケニル基（置換又は無置換の
ビシクロアルケニル基、好ましくは、炭素数５～３０の置換又は無置換のビシクロアルケ
ニル基、つまり二重結合を一個持つビシクロアルケンの水素原子を一個取り去った一価の
基である。例えば、ビシクロ［２，２，１］ヘプト－２－エン－１－イル基、ビシクロ［
２，２，２］オクト－２－エン－４－イル基）、アルキニル基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のアルキニル基、例えば、エチニル基、プロパルギル基）、アリー
ル基（好ましくは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリール基、例えばフェニル基、ｐ
－トリル基、ナフチル基）、ヘテロ環基（好ましくは５又は６員の置換又は無置換の、芳
香族又は非芳香族のヘテロ環化合物から一個の水素原子を取り除いた一価の基であり、さ
らに好ましくは、炭素数３～３０の５又は６員の芳香族のヘテロ環基である。例えば、２
－フリル基、２－チエニル基、２－ピリミジニル基、２－ベンゾチアゾリル基）、シアノ
基、ヒドロキシル基、ニトロ基、カルボキシル基、アルコキシ基（好ましくは、炭素数１
～３０の置換又は無置換のアルコキシ基、例えば、メトキシ基、エトキシ基、イソプロポ
キシ基、ｔｅｒｔ－ブトキシ基、ｎ－オクチルオキシ基、２－メトキシエトキシ基）、ア
リールオキシ基（好ましくは、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールオキシ基、例
えば、フェノキシ基、２－メチルフェノキシ基、４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシ基、３
－ニトロフェノキシ基、２－テトラデカノイルアミノフェノキシ基）、シリルオキシ基（
好ましくは、炭素数３～２０のシリルオキシ基、例えば、トリメチルシリルオキシ基、ｔ
ｅｒｔ－ブチルジメチルシリルオキシ基）、ヘテロ環オキシ基（好ましくは、炭素数２～
３０の置換又は無置換のヘテロ環オキシ基、１－フェニルテトラゾール－５－オキシ基、
２－テトラヒドロピラニルオキシ基）、アシルオキシ基（好ましくはホルミルオキシ基、
炭素数２～３０の置換又は無置換のアルキルカルボニルオキシ基、炭素数６～３０の置換
又は無置換のアリールカルボニルオキシ基、例えば、ホルミルオキシ基、アセチルオキシ
基、ピバロイルオキシ基、ステアロイルオキシ基、ベンゾイルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェニルカルボニルオキシ基）、カルバモイルオキシ基（好ましくは、炭素数１～３０の置
換又は無置換のカルバモイルオキシ基、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイルオキシ基
、Ｎ，Ｎ－ジエチルカルバモイルオキシ基、モルホリノカルボニルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジ
－ｎ－オクチルアミノカルボニルオキシ基、Ｎ－ｎ－オクチルカルバモイルオキシ基）、
アルコキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキ
シカルボニルオキシ基、例えばメトキシカルボニルオキシ基、エトキシカルボニルオキシ
基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルオキシ基、ｎ－オクチルカルボニルオキシ基）、アリ
ールオキシカルボニルオキシ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリー
ルオキシカルボニルオキシ基、例えば、フェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－メトキシフ
ェノキシカルボニルオキシ基、ｐ－ｎ－ヘキサデシルオキシフェノキシカルボニルオキシ
基）、アミノ基（好ましくは、アミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルア
ミノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアニリノ基、例えば、アミノ基、メチルアミ
ノ基、ジメチルアミノ基、アニリノ基、Ｎ－メチル－アニリノ基、ジフェニルアミノ基）
、アシルアミノ基（好ましくは、ホルミルアミノ基、炭素数１～３０の置換又は無置換の
アルキルカルボニルアミノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールカルボニルア
ミノ基、例えば、ホルミルアミノ基、アセチルアミノ基、ピバロイルアミノ基、ラウロイ
ルアミノ基、ベンゾイルアミノ基）、アミノカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数１
～３０の置換又は無置換のアミノカルボニルアミノ基、例えば、カルバモイルアミノ基、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノカルボニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノカルボニルアミノ
基、モルホリノカルボニルアミノ基）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素
数２～３０の置換又は無置換アルコキシカルボニルアミノ基、例えば、メトキシカルボニ
ルアミノ基、エトキシカルボニルアミノ基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルアミノ基、ｎ
－オクタデシルオキシカルボニルアミノ基、Ｎ－メチルーメトキシカルボニルアミノ基）
、アリールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換の
アリールオキシカルボニルアミノ基、例えば、フェノキシカルボニルアミノ基、ｐ－クロ
ロフェノキシカルボニルアミノ基、ｍ－ｎ－オクチルオキシフェノキシカルボニルアミノ
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基）、スルファモイルアミノ基（好ましくは、炭素数０～３０の置換又は無置換のスルフ
ァモイルアミノ基、例えば、スルファモイルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノスルホニ
ルアミノ基、Ｎ－ｎ－オクチルアミノスルホニルアミノ基）、アルキル及びアリールスル
ホニルアミノ基（好ましくは炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルスルホニルアミ
ノ基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールスルホニルアミノ基、例えば、メチル
スルホニルアミノ基、ブチルスルホニルアミノ基、フェニルスルホニルアミノ基、２，３
，５－トリクロロフェニルスルホニルアミノ基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノ基
）、メルカプト基、アルキルチオ基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置換のア
ルキルチオ基、例えばメチルチオ基、エチルチオ基、ｎ－ヘキサデシルチオ基）、アリー
ルチオ基（好ましくは炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールチオ基、例えば、フェ
ニルチオ基、ｐ－クロロフェニルチオ基、ｍ－メトキシフェニルチオ基）、ヘテロ環チオ
基（好ましくは炭素数２～３０の置換又は無置換のヘテロ環チオ基、例えば、２－ベンゾ
チアゾリルチオ基、１－フェニルテトラゾール－５－イルチオ基）、スルファモイル基（
好ましくは炭素数０～３０の置換又は無置換のスルファモイル基、例えば、Ｎ－エチルス
ルファモイル基、Ｎ－（３－ドデシルオキシプロピル）スルファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルスルファモイル基、Ｎ－アセチルスルファモイル基、Ｎ－ベンゾイルスルファモイル
基、Ｎ－（Ｎ’－フェニルカルバモイル）スルファモイル基）、スルホ基、アルキル及び
アリールスルフィニル基（好ましくは、炭素数１～３０の置換又は無置換のアルキルスル
フィニル基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールスルフィニル基、例えば、メチ
ルスルフィニル基、エチルスルフィニル基、フェニルスルフィニル基、ｐ－メチルフェニ
ルスルフィニル基）、アルキル及びアリールスルホニル基（好ましくは、炭素数１～３０
の置換又は無置換のアルキルスルホニル基、炭素数６～３０の置換又は無置換のアリール
スルホニル基、例えば、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、フェニルスルホニル
基、ｐ－メチルフェニルスルホニル基）、アシル基（好ましくはホルミル基、炭素数２～
３０の置換又は無置換のアルキルカルボニル基、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリ
ールカルボニル基、例えば、アセチル基、ピバロイルベンゾイル基）、アリールオキシカ
ルボニル基（好ましくは、炭素数７～３０の置換又は無置換のアリールオキシカルボニル
基、例えば、フェノキシカルボニル基、ｏ－クロロフェノキシカルボニル基、ｍ－ニトロ
フェノキシカルボニル基、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシカルボニル基）、アルコキシ
カルボニル基（好ましくは、炭素数２～３０の置換又は無置換アルコキシカルボニル基、
例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニル
基、ｎ－オクタデシルオキシカルボニル基）、カルバモイル基（好ましくは、炭素数１～
３０の置換又は無置換のカルバモイル基、例えば、カルバモイル基、Ｎ－メチルカルバモ
イル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－オクチルカルバモイル基、
Ｎ－（メチルスルホニル）カルバモイル基）、アリール及びヘテロ環アゾ基（好ましくは
炭素数６～３０の置換又は無置換のアリールアゾ基、炭素数３～３０の置換又は無置換の
ヘテロ環アゾ基、例えば、フェニルアゾ基、ｐ－クロロフェニルアゾ基、５－エチルチオ
－１，３，４－チアジアゾール－２－イルアゾ基）、イミド基（好ましくは、Ｎ－スクシ
ンイミド基、Ｎ－フタルイミド基）、ホスフィノ基（好ましくは、炭素数２～３０の置換
又は無置換のホスフィノ基、例えば、ジメチルホスフィノ基、ジフェニルホスフィノ基、
メチルフェノキシホスフィノ基）、ホスフィニル基（好ましくは、炭素数２～３０の置換
又は無置換のホスフィニル基、例えば、ホスフィニル基、ジオクチルオキシホスフィニル
基、ジエトキシホスフィニル基）、ホスフィニルオキシ基（好ましくは、炭素数２～３０
の置換又は無置換のホスフィニルオキシ基、例えば、ジフェノキシホスフィニルオキシ基
、ジオクチルオキシホスフィニルオキシ基）、ホスフィニルアミノ基（好ましくは、炭素
数２～３０の置換又は無置換のホスフィニルアミノ基、例えば、ジメトキシホスフィニル
アミノ基、ジメチルアミノホスフィニルアミノ基）、シリル基（好ましくは、炭素数３～
３０の置換又は無置換のシリル基、例えば、トリメチルシリル基、ｔｅｒｔ－ブチルジメ
チルシリル基、フェニルジメチルシリル基）を表わす。
【００４９】
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　上記の置換基の中で、水素原子を有するものは、これを取り去りさらに上記の基で置換
されていてもよい。そのような官能基の例としては、アルキルカルボニルアミノスルホニ
ル基、アリールカルボニルアミノスルホニル基、アルキルスルホニルアミノカルボニル基
、アリールスルホニルアミノカルボニル基が挙げられる。その例としては、メチルスルホ
ニルアミノカルボニル基、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノカルボニル基、アセチル
アミノスルホニル基、ベンゾイルアミノスルホニル基が挙げられる。
【００５０】
　Ｒ1は好ましくは、ハロゲン原子、アルキル基、アルケニル基、アリール基、ヘテロ環
基、ヒドロキシル基、カルボキシル基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アシルオキシ
基、シアノ基、アミノ基であり、さらに好ましくは、ハロゲン原子、アルキル基、シアノ
基、アルコキシ基である。
【００５１】
　Ｒ2、Ｒ3は各々独立に置換基を表す。例としては上記Ｒ1の例があげられる。好ましく
は置換もしくは無置換のベンゼン環、置換もしくは無置換のシクロヘキサン環である。よ
り好ましくは置換基を有するベンゼン環、置換基を有するシクロヘキサン環であり、さら
に好ましくは４位に置換基を有するベンゼン環、４位に置換基を有するシクロヘキサン環
である。
【００５２】
　Ｒ4、Ｒ5は各々独立に置換基を表す。例としては上記Ｒ1の例があげられる。好ましく
は、ハメットの置換基定数σp値が０より大きい電子吸引性の置換基であることが好まし
く、σp値が０～１．５の電子吸引性の置換基を有していることがさらに好ましい。この
ような置換基としてはトリフルオロメチル基、シアノ基、カルボニル基、ニトロ基等が挙
げられる。また、Ｒ4とＲ5とが結合して環を形成してもよい。
　なお、ハメットの置換基定数のσp、σmに関しては、例えば、稲本直樹著「ハメット則
－構造と反応性－」（丸善）、日本化学会編「新実験化学講座１４　有機化合物の合成と
反応Ｖ」２６０５頁（丸善）、仲谷忠雄著「理論有機化学解説」２１７頁（東京化学同人
）、ケミカル　レビュー，９１巻，１６５～１９５頁（１９９１年）等の成書に詳しく解
説されている。
【００５３】
　Ａ1及びＡ2は各々独立に、－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは水素原子又は置換基）、－Ｓ－及び
ＣＯ－からなる群から選ばれる基を表す。好ましくは－Ｏ－、－ＮＲ－（Ｒは置換基を表
し、例としては上記Ｒ1の例が挙げられる）又はＳ－である。
【００５４】
　Ｘは第１４～１６族の非金属原子を表す。ただし、Ｘには水素原子又は置換基が結合し
てもよい。Ｘは＝Ｏ、＝Ｓ、＝ＮＲ、＝Ｃ（Ｒ）Ｒが好ましい（ここでＲは置換基を表し
、例としては上記Ｒ1の例が挙げられ、互いに同一でも異なっていてもよい）。
　中でも、２つのＲのうち、一方がシアノ基であり、及び他方が置換もしくは無置換のア
ルコキシキカルボニル基であるのが好ましい。
　ｎは０～２の整数を表し、好ましくは０、１である。
【００５５】
　以下に、一般式（Ａ）又は（Ｂ）で表される化合物の具体例を示すが、前記Ｒｅ発現剤
の例は以下の具体例に限定されるものではない。下記化合物に関しては、指定のない限り
括弧（　）内の数字にて例示化合物（Ｘ）と示す。
【００５６】
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【００５７】
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【００５８】
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【００５９】
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【００６０】
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【００６１】
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【化１０】

【００６２】
　前記一般式（Ａ）又は（Ｂ）で表される化合物の合成は、既知の方法を参照して行うこ
とができる。例えば、例示化合物（１）は、下記スキームに従って合成することができる
。
【００６３】
【化１１】

【００６４】
　前記スキーム中、化合物（１－Ａ）から化合物（１－Ｄ）までの合成は、“Ｊｏｕｒｎ
ａｌ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｒｙｓｔａｌｌｏｇｒａｐｈｙ”（１９９７）；２７
（９）；ｐ．５１５－５２６．に記載の方法を参照して行うことができる。
　さらに、前記スキームに示したように、化合物（１－Ｅ）のテトラヒドロフラン溶液に
、メタンスルホン酸クロライドを加え、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピルエチルアミンを滴下し攪
拌した後、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピルエチルアミンを加え、化合物（１－Ｄ）のテトラヒド
ロフラン溶液を滴下し、その後、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノピリジン（ＤＭＡＰ）のテトラ
ヒドロフラン溶液を滴下することで、例示化合物（１）を得ることができる。
【００６５】
・棒状化合物：
　前記位相差膜とし用いるセルロースアシレートフィルムには、液晶化合物（好ましくは
、前記一般式（Ａ）で表される液晶化合物）に代えて、又はそれとともに、下記一般式（
ａ）で表される棒状化合物が添加されているのが好ましい。該棒状化合物は液晶性であっ
ても非液晶性であってもよいが、液晶化合物であるのが好ましい。前記棒状化合物を用い
ると、液晶化合物がセルロースアシレートフィルム内で配向する際、互いに配向してレタ
ーデーションの発現に寄与するため、また前記液晶化合物をフィルム中へ溶解しやすくな
る効果も期待できるため好ましい。
　一般式（ａ）：Ａｒ1－Ｌ12－Ｘ－Ｌ13－Ａｒ2

　上記一般式（ａ）において、Ａｒ1及びＡｒ2はそれぞれ独立に、芳香族基であり；Ｌ12

及びＬ13はそれぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ－Ｏ－基であり；Ｘは、１，４－シ
クロへキシレン基、ビニレン基又はエチニレン基である。
　本明細書において、芳香族基は、アリール基（芳香族性炭化水素基）、置換アリール基
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、芳香族性ヘテロ環基及び置換芳香族性ヘテロ環基を含む。
　アリール基及び置換アリール基の方が、芳香族性ヘテロ環基及び置換芳香族性ヘテロ環
基よりも好ましい。芳香族性へテロ環基のヘテロ環は、一般には不飽和である。芳香族性
ヘテロ環は、５員環、６員環又は７員環であることが好ましく、５員環又は６員環である
ことがさらに好ましい。芳香族性へテロ環は一般に最多の二重結合を有する。ヘテロ原子
としては、窒素原子、酸素原子又は硫黄原子が好ましく、窒素原子又は硫黄原子がさらに
好ましい。
　芳香族基の芳香族環としては、ベンゼン環、フラン環、チオフェン環、ピロール環、オ
キサゾール環、チアゾール環、イミダゾール環、トリアゾール環、ピリジン環、ピリミジ
ン環及びピラジン環が好ましく、ベンゼン環が特に好ましい。
【００６６】
　置換アリール基及び置換芳香族性ヘテロ環基の置換基の例には、ハロゲン原子（Ｆ、Ｃ
ｌ、Ｂｒ、Ｉ）、ヒドロキシル基、カルボキシル基、シアノ基、アミノ基、アルキルアミ
ノ基（例、メチルアミノ基、エチルアミノ基、ブチルアミノ基、ジメチルアミノ基）、ニ
トロ基、スルホ基、カルバモイル基、アルキルカルバモイル基（例、Ｎ－メチルカルバモ
イル基、Ｎ－エチルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル基）、スルファモイ
ル基、アルキルスルファモイル基（例、Ｎ－メチルスルファモイル基、Ｎ－エチルスルフ
ァモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルスルファモイル基）、ウレイド基、アルキルウレイド基（
例、Ｎ－メチルウレイド基、Ｎ，Ｎ－ジメチルウレイド基、Ｎ，Ｎ，Ｎ’－トリメチルウ
レイド基）、アルキル基（例、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基
、ヘプチル基、オクチル基、イソプロピル基、ｓ－ブチル基、ｔ－アミル基、シクロヘキ
シル基、シクロペンチル基）、アルケニル基（例、ビニル基、アリル基、ヘキセニル基）
、アルキニル基（例、エチニル基、ブチニル基）、アシル基（例、ホルミル基、アセチル
基、ブチリル基、ヘキサノイル基、ラウリル基）、アシルオキシ基（例、アセトキシ基、
ブチリルオキシ基、ヘキサノイルオキシ基、ラウリルオキシ基）、アルコキシ基（例、メ
トキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基、ペンチルオキシ基、ヘプチルオキシ
基、オクチルオキシ基）、アリールオキシ基（例、フェノキシ基）、アルコキシカルボニ
ル基（例、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、プロポキシカルボニル基、ブ
トキシカルボニル基、ペンチルオキシカルボニル基、ヘプチルオキシカルボニル基）、ア
リールオキシカルボニル基（例、フェノキシカルボニル基）、アルコキシカルボニルアミ
ノ基（例、ブトキシカルボニルアミノ基、ヘキシルオキシカルボニルアミノ基）、アルキ
ルチオ基（例、メチルチオ基、エチルチオ基、プロピルチオ基、ブチルチオ基、ペンチル
チオ基、ヘプチルチオ基、オクチルチオ基）、アリールチオ基（例、フェニルチオ基）、
アルキルスルホニル基（例、メチルスルホニル基、エチルスルホニル基、プロピルスルホ
ニル基、ブチルスルホニル基、ペンチルスルホニル基、ヘプチルスルホニル基、オクチル
スルホニル基）、アミド基（例、アセトアミド基、ブチルアミド基、ヘキシルアミド基、
ラウリルアミド基）及び非芳香族性複素環基（例、モルホリル基、ピラジニル基）が含ま
れる。
【００６７】
　置換アリール基及び置換芳香族性ヘテロ環基の置換基としては、ハロゲン原子、シアノ
基、カルボキシル基、ヒドロキシル基、アミノ基、アルキル置換アミノ基、アシル基、ア
シルオキシ基、アミド基、アルコキシカルボニル基、アルコキシ基、アルキルチオ基及び
アルキル基が好ましい。
　アルキルアミノ基、アルコキシカルボニル基、アルコキシ基及びアルキルチオ基のアル
キル部分とアルキル基とは、さらに置換基を有していてもよい。アルキル部分及びアルキ
ル基の置換基の例には、ハロゲン原子、ヒドロキシル、カルボキシル、シアノ、アミノ、
アルキルアミノ基、ニトロ、スルホ、カルバモイル、アルキルカルバモイル基、スルファ
モイル、アルキルスルファモイル基、ウレイド、アルキルウレイド基、アルケニル基、ア
ルキニル基、アシル基、アシルオキシ基、アシルアミノ基、アルコキシ基、アリールオキ
シ基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アルコキシカルボニルア
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族性複素環基が含まれる。アルキル部分及びアルキル基の置換基としては、ハロゲン原子
、ヒドロキシル、アミノ、アルキルアミノ基、アシル基、アシルオキシ基、アシルアミノ
基、アルコキシカルボニル基及びアルコキシ基が好ましい。
【００６８】
　一般式（ａ）において、Ｌ12及びＬ13は、それぞれ独立に、－Ｏ－ＣＯ－又は－ＣＯ－
Ｏ－及びそれらの組合せからなる基より選ばれる二価の連結基である。
【００６９】
　一般式（ａ）において、Ｘは、１，４－シクロへキシレン基、ビニレン基又はエチニレ
ン基である。
　以下に、一般式（ａ）で表される化合物の具体例を示す。
【００７０】
【化１２】

【００７１】
【化１３】

【００７２】
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【化１４】

【００７３】
【化１５】

【００７４】
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【００７５】

【化１７】

【００７６】
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【００７７】
【化１９】

【００７８】
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【化２０】

【００７９】
　具体例（１）～（３４）、（４１）、（４２）は、シクロヘキサン環の１位と４位とに
二つの不斉炭素原子を有する。ただし、具体例（１）、（４）～（３４）、（４１）、（
４２）は、対称なメソ型の分子構造を有するため光学異性体（光学活性）はなく、幾何異
性体（トランス型とシス型）のみ存在する。具体例（１）のトランス型（１－ｔｒａｎｓ
）とシス型（１－ｃｉｓ）とを、以下に示す。
【００８０】
【化２１】

【００８１】
　前述したように、棒状化合物は直線的な分子構造を有することが好ましい。そのため、
トランス型の方がシス型よりも好ましい。
　具体例（２）及び（３）は、幾何異性体に加えて光学異性体（合計４種の異性体）を有
する。幾何異性体については、同様にトランス型の方がシス型よりも好ましい。光学異性
体については、特に優劣はなく、Ｄ、Ｌあるいはラセミ体のいずれでもよい。
　具体例（４３）～（４５）では、中心のビニレン結合にトランス型とシス型とがある。
上記と同様の理由で、トランス型の方がシス型よりも好ましい。
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【００８２】
　本発明において、液晶化合物として、重合性基を持ち紫外光や熱によって重合・硬化す
るものも好ましく用いることができる。フィルム中で液晶性を示して配向した後、重合性
基を反応させることで、フィルム中で安定な状態を形成することができ好ましい。
　この場合、上記の重合性の液晶化合物に併用して、光重合開始剤などの低分子化合物を
用いることができる。
【００８３】
・円盤状化合物：
　また、前記位相差膜として用いるセルロースアシレートフィルム中には、波長２５０ｎ
ｍ～３８０ｎｍに吸収極大がある円盤状化合物の少なくとも一種を添加するのも好ましい
。前記円盤状化合物は液晶性であっても非液晶性であってもよい。前記円盤状化合物とと
もに前記液晶化合物（好ましくは、一般式（Ａ）で表される液晶化合物及び／又は一般式
（ａ）で表される液晶化合物）を用いると、レターデーション（ＲeおよびＲｔｈ）の発
現性を調整するこができ、また前記の他の液晶化合物をフィルム中へ溶解しやすくなる効
果も期待できるため好ましい。
【００８４】
　液晶化合物をＲｅ発現剤として利用することで、該液晶化合物が主成分であるセルロー
スアシレートを上回る高い配向度で配向し、高Ｒｅを達成することができる。Ｒｅ発現剤
として利用する前記液晶化合物は、所望により添加される他の添加剤とともに、セルロー
スアシレート組成物中に添加することができる。より具体的には、前記液晶化合物は、ア
ルコールやメチレンクロライド、ジオキソランの有機溶媒中に溶解してから、ポリマー溶
液（好ましくはセルロースアシレート溶液）中に添加するのが好ましい。全添加剤に対す
る液晶化合物の質量割合は、５～１００質量％が好ましく、５０～１００質量％がさらに
好ましい。また、前記液晶化合物の添加量は、セルロースアシレート組成物の全質量に対
して、０．１～３０質量％であるのが好ましく、０．５～２０質量％がさらに好ましく、
１～１０質量％がよりさらに好ましい。
【００８５】
　前記液晶化合物とともに、前記棒状化合物をセルロースアシレート組成物中に添加する
態様では、前記棒状化合物の添加量は、セルロースアシレート組成物の全質量に対して、
０．１～３０質量％であるのが好ましく、０．５～２０質量％がさらに好ましく、１～１
０質量％がよりさらに好ましい。
　また、前記液晶化合物とともに、前記円盤状化合物をセルロースアシレート組成物中に
添加する態様では、前記円盤状化合物の添加量はセルロースアシレート組成物の全質量に
対して、０．１～３０質量％であるのが好ましく、０．５～２０質量％がさらに好ましく
、１～１０質量％がよりさらに好ましい。
【００８６】
　本発明では、前記位相差膜の厚みについては特に制限されないが、薄膜化の要請に応え
るためには、厚みは、１００μｍ以下であるのが好ましく、８０μｍ以下であるのがより
好ましく、６０μｍ以下であるのがさらに好ましい。薄膜化の観点では、厚みは薄いほど
好ましいが、一般的には、ポリマーフィルムの厚みは３０μｍ以上となる。
【００８７】
　本発明に用いる位相差膜は、上記した通り、Ｒｅの波長依存性が逆分散性であることを
一つの特徴とし、またＲｔｈについても波長依存性が逆分散性であるのが好ましい。Ｒｅ
及びＲｔｈを逆分散性とするのは、添加剤として添加する液晶化合物を前記一般式（Ａ）
で表される液晶化合物から選択することによって、達成することができる。
【００８８】
　また、本発明に用いる位相差膜は、上記した通り、下記式（VII）を満足しているのが
好ましい。
（VII）１．２≦Ｒｔｈ（５５０）／Ｒｅ（５５０）≦２．６
　セルロースアシレートフィルムのＲｔｈ／Ｒｅを上記範囲とするためには、前記式（Ｉ
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）及び（II）を満足する範囲で、さらにＲｔｈは過度に増加させずに、Ｒｅをある程度大
きくする必要がある。その方法の一つとして、延伸処理を利用する方法が挙げられる。前
記位相差膜として利用するセルロースアシレートフィルムは、液晶化合物を含有する組成
物からなるので、延伸処理時の温度やフィルム中の有機溶媒量などを調整して、延伸時に
液晶化合物の配向度がより高い、液晶相温度に調整する等により、Ｒｔｈ／Ｒｅを上記範
囲とすることができる。
【００８９】
・可塑剤：
　前記位相差膜として利用するセルロースアシレートフィルムには、機械的物性を改良す
るため、又は乾燥速度を向上するために、可塑剤を添加することができる。可塑剤として
は、リン酸エステル又はカルボン酸エステルが用いられる。リン酸エステルの例には、ト
リフェニルホスフェート（ＴＰＰ）及びトリクレジルホスフェート（ＴＣＰ）が含まれる
。カルボン酸エステルとしては、フタル酸エステル及びクエン酸エステルが代表的である
。フタル酸エステルの例には、ジメチルフタレート（ＤＭＰ）、ジエチルフタレート（Ｄ
ＥＰ）、ジブチルフタレート（ＤＢＰ）、ジオクチルフタレート（ＤＯＰ）、ジフェニル
フタレート（ＤＰＰ）及びジエチルヘキシルフタレート（ＤＥＨＰ）が含まれる。クエン
酸エステルの例には、Ｏ－アセチルクエン酸トリエチル（ＯＡＣＴＥ）及びＯ－アセチル
クエン酸トリブチル（ＯＡＣＴＢ）が含まれる。その他のカルボン酸エステルの例には、
オレイン酸ブチル、リシノール酸メチルアセチル、セバシン酸ジブチル、種々のトリメリ
ット酸エステルが含まれる。フタル酸エステル系可塑剤（ＤＭＰ、ＤＥＰ、ＤＢＰ、ＤＯ
Ｐ、ＤＰＰ、ＤＥＨＰ）が好ましく用いられる。ＤＥＰ及びＤＰＰが特に好ましい。
　可塑剤の添加量は、セルロースアシレートの量の０．１～２５質量％であることが好ま
しく、１～２０質量％であることがさらに好ましく、３～１５質量％であることがよりさ
らに好ましい。
【００９０】
・高分子系可塑剤：
　本発明には、前記可塑剤として、高分子量の高分子系可塑剤を使用することができる。
　高分子系可塑剤の分子量は、平均分子量であり分子量の異なる混合物からなるものであ
る。溶液流延において、可塑剤は溶媒の揮発速度を速めかつ残留溶媒量を低減するのに寄
与する剤である。また、溶融製膜法によるポリマーフィルムにおいても、可塑剤は着色や
膜強度劣化を防止するのに寄与する有用な剤である。さらに、本発明に前記位相差膜とし
て使用可能なポリマーフィルムに該高分子系可塑剤を添加することは、機械的性質向上、
柔軟性付与、耐吸水性付与、水分透過率低減等のフィルム改質の観点で、有用である。ま
た本発明においては、高分子系可塑剤を添加することは、後述する実施例で示すように、
製造工程でのハンドリング特性の改良に、非常に有効である。
【００９１】
　ここで、本発明では、「高分子系可塑剤」の用語は、分子構造中に、１種又は２種以上
の繰り返し単位構造を有するいずれの可塑剤も含む意味で用いる。本発明に用いる高分子
可塑剤は、その数平均分子量が６００～１００００程度であり、好ましくは数平均分子量
７００～８０００程度であり、更に好ましくは数平均分子量７００～５０００程度であり
、特に好ましくは数平均分子量１０００～３５００程度である。
【００９２】
　また、高分子系可塑剤は、使用する環境温度あるいは湿度下で、液体であっても固体で
あってもよい。製膜方法によって、融点の好ましい範囲が区分され、溶液製膜方法による
態様では、融点が－１００℃～１５０℃程度の可塑剤を選択するのが好ましく、融点が－
１００℃～７０℃程度の可塑剤を選択するのがより好ましく、融点が－１００℃～５０℃
程度の可塑剤を選択するのがさらに好ましい。これに対して、溶融製膜法による態様では
、融点が－１００℃～２００℃程度の可塑剤を選択するのが好ましく、融点が－１００℃
～１７０℃程度の可塑剤を選択するのがより好ましく、融点が－１００℃～１５０℃程度
の可塑剤を選択するのがさらに好ましい。
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【００９３】
　また、使用する可塑剤の色味は、少ないほど好ましく、特に無色の可塑剤を使用するの
が好ましい。可塑剤は、熱的には、より高温において安定であることが好ましく、分解開
始温度が１５０℃以上、更に２００℃以上が好ましい。可塑剤の添加量は、光学物性・機
械物性に悪影響がなければよく、その配合量は、本発明の目的を損なわない範囲で適宜選
択される。前記位相差膜として使用されるポリマーフィルム中の高分子系可塑剤の含有量
は、セルロースアシレートの量に対して、好ましくは１～５０質量％程度、より好ましく
は２～４０質量％程度であり、特に５～３０質量％程度が好ましい。
【００９４】
　本発明に使用可能な高分子系可塑剤の例には、ジカルボン酸由来の繰り返し単位の少な
くとも１種と、ジオール由来の繰り返し単位の少なくとも１種とを有するポリエステル系
可塑剤が含まれる。このポリエステル系可塑剤の好ましい分子量範囲については、前記と
同様である。ジカルボン酸とジオールとの反応物の両末端は、反応後、そのまま未処理で
あってもよいし、また、更にモノカルボン酸類、モノアルコール類又はフェノール類を反
応させて、所謂末端の封止を実施してもよい。末端封止処理をすると、フリーなカルボン
酸類を非含有となり、保存性が改善されるので好ましい。
【００９５】
　前記ジカルボン酸は、少なくとも１種の炭素数２～２０（より好ましくは炭素数４～２
０）の脂肪族（好ましくはアルキレン）ジカルボン酸及び少なくとも１種の炭素数８～２
０の芳香族ジカルボン酸から選択されるのが好ましく、これらの混合物であるのがより好
ましい。
　前記炭素数２～２０の脂肪族ジカルボン酸の例には、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、
マレイン酸、フマル酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン
酸、セバシン酸、ドデカンジカルボン酸または１，４－シクロヘキサンジカルボン酸等が
含まれる。
　また前記炭素数８～２０の芳香族ジカルボン酸の例には、フタル酸、テレフタル酸、イ
ソフタル酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１，
８－ナフタレンジカルボン酸、２，８－ナフタレンジカルボン酸または２，６－ナフタレ
ンジカルボン酸等が含まれる。
【００９６】
　これらの中でも、好ましい脂肪族ジカルボン酸としては、マロン酸、コハク酸、マレイ
ン酸、フマル酸、グルタル酸、アジピン酸、アゼライン酸、又は１，４－シクロヘキサン
ジカルボン酸であり；好ましい芳香族ジカルボン酸としては、フタル酸、テレフタル酸、
イソフタル酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、又は１，４－ナフタレンジカルボン酸
である。特に好ましくは、脂肪族ジカルボン酸としては、コハク酸、グルタル酸、又はア
ジピン酸であり；芳香族ジカルボン酸としては、フタル酸、テレフタル酸、又はイソフタ
ル酸である。
【００９７】
　本発明では、ジカルボン酸として、前記脂肪族ジカルボン酸と前記芳香族ジカルボン酸
のそれぞれの少なくとも一種類を組み合わせた混合物を用いるのが好ましい。その組み合
せは特に限定されるものではなく、それぞれの成分を数種類組み合わせてもよい。
【００９８】
　また、前記ジオールの例は、炭素数２～２０の脂肪族ジオール、炭素数４～２０のアル
キルエーテルジオール、及び炭素数６～２０の芳香族環含有ジオール（以下、芳香族ジオ
ールとも称する）から選ばれた少なくとも１種類以上のジオールであるのが好ましい。
　まず、炭素原子２～２０の脂肪族ジオールの例には、アルキルジオール類及び脂環式ジ
オール類の双方が含まれ、より具体的には、エタンジオール、１，２－プロパンジオール
、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、２－
メチル－１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオー
ル、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール（ネオペンチルグリコール）、２，２
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－ジエチル－１，３－プロパンジオール（３，３－ジメチロ－ルペンタン）、２－ｎ－ブ
チル－２－エチル－１，３プロパンジオール（３，３－ジメチロールヘプタン）、３－メ
チル－１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、２，２，４－トリメチル
－１，３－ペンタンジオール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、２－メチル－１
，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオール、１，１
２－オクタデカンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、及び１，４－シクロヘキ
サンジメタノール等が含まれる。これらのジオールは、２種以上の混合物として使用する
こともできる。
【００９９】
　好ましい脂肪族ジオールとしては、エタンジオール、１，２－プロパンジオール、１，
３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、２－メチル
－１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、３
－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキ
サンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノールであり、特に好ましくはエタンジオ
ール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール
、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメ
タノールである。
【０１００】
　炭素数４～２０のアルキルエーテルジオールの例には、ポリテトラメチレンエーテルグ
リコール、ポリエチレンエーテルグリコール、及びポリプロピレンエーテルグリコール、
並びにこれらの組み合わせが含まれる。その平均重合度は、特に限定されないが好ましく
は２～２０であり、より好ましくは２～１０であり、更には２～５であり、特に好ましく
は２～４である。市販品を使用することもでき、市販のポリエーテルグリコール類として
は、カーボワックス（Carbowax）レジン、プルロニックス(Pluronics) レジンおよびニア
ックス(Niax)レジンが挙げられる。
【０１０１】
　炭素数６～２０の芳香族ジオールの例には、ビスフェノールＡ、１，２－ヒドロキシベ
ンゼン、１，３－ヒドロキシベンゼン、１，４－ヒドロキシベンゼン、及び１，４－ベン
ゼンジメタノールが含まれる。好ましくは、ビスフェノールＡ、１，４－ヒドロキシベン
ゼン、及び１，４－ベンゼンジメタノールである。
【０１０２】
　本発明に用いる前記ポリエステル系可塑剤は、末端がアルキル基又は芳香族基等の疎水
性基で封止されているのが好ましい。末端を疎水性基で保護することにより、高温高湿で
の経時劣化を軽減でき、エステル基の加水分解を抑制できる。前記ポリエステル可塑剤の
両末端がカルボン酸やＯＨ基とならないように、モノアルコール残基やモノカルボン酸残
基で保護することが好ましい。
　モノアルコール残基としては、炭素数１～３０の置換もしくは無置換のモノアルコール
残基が好ましく、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタノー
ル、イソブタノール、ペンタノール、イソペンタノール、ヘキサノール、イソヘキサノー
ル、シクロヘキシルアルコール、オクタノール、イソオクタノール、２－エチルヘキシル
アルコール、ノニルアルコール、イソノニルアルコール、ｔｅｒｔ－ノニルアルコール、
デカノール、ドデカノール、ドデカヘキサノール、ドデカオクタノール、アリルアルコー
ル、オレイルアルコールなどの脂肪族アルコール、ベンジルアルコール、３－フェニルプ
ロパノールなどの置換アルコールなどの残基が挙げられる。
【０１０３】
　好ましく使用され得る末端封止用アルコール残基は、メタノール、エタノール、プロパ
ノール、イソプロパノール、ブタノール、イソブタノール、イソペンタノール、ヘキサノ
ール、イソヘキサノール、シクロヘキシルアルコール、イソオクタノール、２－エチルヘ
キシルアルコール、イソノニルアルコール、オレイルアルコール、ベンジルアルコールで
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あり、特にはメタノール、エタノール、プロパノール、イソブタノール、シクロヘキシル
アルコール、２－エチルヘキシルアルコール、イソノニルアルコール、ベンジルアルコー
ル等の残基である。
【０１０４】
　また、モノカルボン酸残基で封止する場合は、モノカルボン酸残基としては、炭素数１
～３０の置換もしくは無置換のモノカルボン酸の残基が好ましい。これらは、脂肪族モノ
カルボン酸でも芳香族環含有カルボン酸でもよい。まず好ましい脂肪族モノカルボン酸に
ついて記述すると、酢酸、プロピオン酸、ブタン酸、カプリル酸、カプロン酸、デカン酸
、ドデカン酸、ステアリン酸、オレイン酸が挙げられ；芳香族環含有モノカルボン酸とし
ては、例えば安息香酸、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチル安息香酸、ｐ－ｔｅｒｔ－アミル安息香酸
、オルソトルイル酸、メタトルイル酸、パラトルイル酸、ジメチル安息香酸、エチル安息
香酸、ノルマルプロピル安息香酸、アミノ安息香酸、アセトキシ安息香酸等が挙げられる
。これらは２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【０１０５】
　前記ポリエステル可塑剤は、常法により、上記ジカルボン酸とジオール、及び所望によ
り末端封止用のモノカルボン酸又はモノアルコール、とのポリエステル化反応またはエス
テル交換反応による熱溶融縮合法、又はこれら酸の酸クロライドとグリコール類との界面
縮合法のいずれかの方法によっても容易に合成し得るものである。これらのポリエステル
可塑剤については、村井孝一編者「可塑剤 その理論と応用」（株式会社幸書房、昭和４
８年３月１日初版第１版発行）に詳細な記載がある。また、特開平０５－１５５８０９号
、特開平０５－１５５８１０号、特開平５－１９７０７３号、特開２００６－２５９４９
４号、特開平０７－３３０６７０号、特開２００６－３４２２２７号、特開２００７－０
０３６７９号各公報などに記載されている素材を利用することもできる。
【０１０６】
・その他の高分子系可塑剤
　本発明においては、前述したポリエステル可塑剤だけでなく、その他の高分子系可塑剤
も使用することができる。その他の高分子系可塑剤の例には、ポリエステルポリウレタン
系可塑剤、脂肪族炭化水素系ポリマー、脂環式炭化水素系ポリマー、ポリアクリル酸エス
テル及びポリメタクリル酸エステル等の(メタ)アクリル系ポリマー（エステル基としては
、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、イソブチル基、ペンチル基、ヘキシル基
、シクロヘキシル基、オクチル基、２－エチルヘキシル基、ノニル基、イソノニル基、ｔ
ｅｒｔ－ノニル基、ドデシル基、トリデシル基、ステアリル基、オレイル基、ベンジル基
、フェニル基など）、ポリビニルイソブチルエーテル、ポリＮ－ビニルピロリドン等のビ
ニル系ポリマー、ポリスチレン、ポリ４－ヒドロキシスチレン等のスチレン系ポリマー、
ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシド等のポリエーテル、ポリアミド、ポリウ
レタン、ポリウレア、フェノール－ホルムアルデヒド縮合物、尿素－ホルムアルデヒド縮
合物、ならびにポリ酢酸ビニル、等が挙げられる。
【０１０７】
　これらの中でも、特に、(メタ)アクリル系ポリマーを併用することも好ましい。(メタ)
アクリル系ポリマーは、アクリル酸もしくはメタクリル酸のアルキルエステル等の(メタ)
アクリル系モノマーから合成される、ホモポリマー及びコポリマーが好ましい。
　芳香環を持たない（メタ）アクリル酸エステルモノマーの例には、(メタ)アクリル酸メ
チル、(メタ)アクリル酸エチル、(メタ)アクリル酸プロピル（ｉ－、ｎ－）、(メタ)アク
リル酸ブチル（ｎ－、ｉ、ｓ－、ｔ－）、(メタ)アクリル酸ペンチル（ｎ－、ｉ－、ｓ－
）、(メタ)アクリル酸ヘキシル（ｎ、ｉ－）、(メタ)アクリル酸ヘプチル（ｎ－、ｉ－）
、(メタ)アクリル酸オクチル（ｎ－、ｉ－）、(メタ)アクリル酸ノニル（ｎ－、ｉ－）、
(メタ)アクリル酸ミリスチル（ｎ－、ｉ－）、(メタ)アクリル酸（２－エチルヘシル）、
(メタ)アクリル酸（ε－カプロラクトン）、(メタ)アクリル酸（２－ヒドロキシエチル）
、(メタ)アクリル酸（２－ヒドロキシプロピル）、(メタ)アクリル酸（３－ヒドロキシプ
ロピル）、(メタ)アクリル酸（４－ヒドロキシブチル）、(メタ)アクリル酸（２－ヒドロ
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キシブチル）、(メタ)アクリル酸（２－メトキシエチル）、及び(メタ)アクリル酸（２－
エトキシエチル）等が含まれる。なお「(メタ)アクリル酸」は、アクリル酸及びメタクリ
ル酸の双方を意味する。
　また、芳香族環を有する(メタ)アクリル系ポリマーに用いるアクリルモノマーとしては
、スチレン、メチルスチレン、ヒドロキシスチレンなどを挙げることが出来る。
【０１０８】
　また、前記(メタ)アクリル系ポリマーがコポリマーの場合は、Ｘ（親水基を有するモノ
マー成分）から誘導される繰り返し単位及びＹ（親水基を持たないモノマー成分）から誘
導される繰り返し単位からなり、Ｘ：Ｙ（モル比）が１：１～１：９９のコポリマーが好
ましい。
　(メタ)アクリル系ポリマーの含有量は、併用するセルロースアシレートに対して１～２
０質量％であることが好ましい。これらの(メタ)アクリルポリマーは、特開２００３－１
２８５９に記載されている方法を参考にして合成することができる。
【０１０９】
　以下に、本発明に使用可能な好ましい高分子系可塑剤の具体例を記すが、これらに限定
されるものではない。
　ＰＰ－１：　コハク酸／フタル酸／エタンジオール／（１／１／２　モル比）からなる
縮合物（数平均分子量２５００）
　ＰＰ－２：　グルタル酸／イソフタル酸／１，３－プロパンジオール（１／１／２　モ
ル比）からなる縮合物（数平均分子量１３００）
　ＰＰ－３：　アジピン酸／テレフタル酸／１，２－プロパンジオール（１／１／２　モ
ル比）からなる縮合物（数平均分子量９００）
　ＰＰ－４：　コハク酸／テレフタル酸／エタンジオール／１，４－シクロヘキサンジメ
タノール（１／１／１／１　モル比）からなる縮合物（数平均分子量３０００）
　ＰＰ－５：　コハク酸／グルタル酸／アジピン酸／テレフタル酸／イソフタル酸／エタ
ンジオール／１，２－プロパンジオール（１／１／１／１／１／３／２ モル比）からな
る縮合物（数平均分子量２５００）
　ＰＰ－６：　コハク酸／アジピン酸／テレフタル酸／エタンジオール／１，２－プロパ
ンジオール（１／１／１／２／１ モル比）からなる縮合物（数平均分子量２５００）
　ＰＰ－７：　コハク酸／アジピン酸／１，４－ナフタレンジカルボン酸／エタンジオー
ル／１，２－プロパンジオール（１／１／１／２／１ モル比）からなる縮合物（数平均
分子量２０００）
　ＰＰ－８：　コハク酸／テレフタル酸／ポリ（平均重合度５）プロピレンエーテルグリ
コール／１，２－プロパンジオール（２／１／１／２　モル比）からなる縮合物（数平均
分子量２５００）
　ＰＰ－９：　コハク酸／テレフタル酸／ポリ（平均重合度３）エチレンエーテルグリコ
ール／１，２－プロパンジオール（１／３／２／２　モル比）からなる縮合物（数平均分
子量３５００）
　ＰＰ－１０：　コハク酸／フタル酸／エタンジオール／（１／１／２　モル比）からな
る縮合物（数平均分子量２１００）の両末端のブチルエステル化体
【０１１０】
　ＰＰ－１１：　グルタル酸／イソフタル酸／１，３－プロパンジオール（１／１／２　
モル比）からなる縮合物（数平均分子量１５００）の両末端のシクロヘキシルエステル化
体
　ＰＰ－１２：　アジピン酸／テレフタル酸／１，２－プロパンジオール（１／１／２　
モル比）からなる縮合物（数平均分子量２５００）の両末端の２－エチルヘキシルエステ
ル化体
　ＰＰ－１３：　コハク酸／テレフタル酸／エタンジオール／１，４－シクロヘキサンジ
メタノール（１／１／１／１　モル比）からなる縮合物（数平均分子量３０００）の両末
端のイソノニルエステル化体
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　ＰＰ－１４：　コハク酸／グルタル酸／アジピン酸／テレフタル酸／イソフタル酸／エ
タンジオール／１，２－プロパンジオール（１／１／１／１／１／３／２ モル比）から
なる縮合物（数平均分子量３０００）の両末端のプロピルエステル化体
　ＰＰ－１５：　コハク酸／アジピン酸／テレフタル酸／エタンジオール／１，２－プロ
パンジオール（１／１／１／２／１ モル比）からなる縮合物（数平均分子量３０００）
の両末端の２－エチルヘキシルエステル化体
　ＰＰ－１６：　コハク酸／アジピン酸／１，４－ナフタレンジカルボン酸／エタンジオ
ール／１，２－プロパンジオール（１／１／１／２／１ モル比）からなる縮合物（数平
均分子量３０００）の両末端のベンジルエステル化体
　ＰＰ－１７：　コハク酸／テレフタル酸／ポリ（平均重合度５）プロピレンエーテルグ
リコール／１，２－プロパンジオール（２／１／１／２　モル比）からなる縮合物（数平
均分子量３５００）の両末端の２－エチルヘキシルエステル化体
　ＰＰ－１８：　コハク酸／テレフタル酸／ポリ（平均重合度４）エチレンエーテルグリ
コール／１，２－プロパンジオール（１／３／２／２　モル比）からなる縮合物（数平均
分子量２５００）の両末端の２－エチルヘキシルエステル化体
　ＰＰ－１９：　コハク酸／フタル酸／エタンジオール／（１／１／２　モル比）からな
る縮合物（数平均分子量２５００）の両末端のアセチルエステル化体
　ＰＰ－２０：　グルタル酸／イソフタル酸／１，３－プロパンジオール（１／１／２　
モル比）からなる縮合物（数平均分子量１３００）の両末端のアセチルエステル化体
【０１１１】
　ＰＰ－２１：　アジピン酸／テレフタル酸／１，２－プロパンジオール（１／１／２　
モル比）からなる縮合物（数平均分子量９００）の両末端のベンゾイルエステル化体
　ＰＰ－２２：　コハク酸／テレフタル酸／エタンジオール／１，４－シクロヘキサンジ
メタノール（１／１／１／１　モル比）からなる縮合物（数平均分子量３０００）の両末
端のプロピオニルエステル化体
　ＰＰ－２３：　コハク酸／グルタル酸／アジピン酸／テレフタル酸／イソフタル酸／エ
タンジオール／１，２－プロパンジオール（１／１／１／１／２／３／３モル比）からな
る縮合物（数平均分子量２５００）の両末端のシクロヘキサンカルボニルエステル化体
　ＰＰ－２４：　コハク酸／テレフタル酸／ポリ（平均重合度３）エチレンエーテルグリ
コール／１，２－プロパンジオール（１／３／２／２　モル比）からなる縮合物（数平均
分子量２５００）の両末端のアセチルエステル化体
　ＰＰ－２５：　コハク酸／ビスフェノールＡ（１／１　モル比）からなる縮合物（数平
均分子量２０００）
　ＰＰ－２６：　コハク酸／テレフタル酸／エタンジオール／ビスフェノールＡ（２／１
／１／２　モル比）からなる縮合物（数平均分子量２５００）
　ＰＰ－２７：　コハク酸／２，６－ナフタレンジカルボン酸／ビスフェノールＡ／プロ
パンジオール（１／２／２／１　モル比）からなる縮合物（数平均分子量１９００）
　ＰＰ－２８：　コハク酸／アジピン酸／２，６－ナフタレンジカルボン酸／ビシフェノ
ールＡ／ジエチレングリコール（１／１／２／２／２　モル比）からなる縮合物（数平均
分子量２５００）
　ＰＰ－２９：　コハク酸／テレフタル酸／エタンジオール／ビスフェノールＡ（２／１
／１／２　モル比）からなる縮合物（数平均分子量２５００）の両末端の２－エチルヘキ
シルエステル化体
　ＰＰ－３０：　コハク酸／２，６－ナフタレンジカルボン酸／ビスフェノールＡ／プロ
パンジオール（１／２／２／１　モル比）からなる縮合物（数平均分子量２３００）の両
末端の２－エチルヘキシルエステル化体
【０１１２】
　ＰＰ－３１：　コハク酸／ビスフェノールＡ（１／１　モル比）からなる縮合物（数平
均分子量２２００）の両末端のアセチルエステル化体
　ＰＰ－３２：　アジピン酸／エタンジオール（１／１　モル比）からなる縮合物（数平
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均分子量１０００）
　ＰＰ－３３：　アジピン酸／１，６－ヘキサンジオール（１／１　モル比）からなる縮
合物（数平均分子量１０００）
　ＰＰ－３４：　アジピン酸／コハク酸／エタンジオール（２／３／５　モル比）からな
る縮合物（数平均分子量９１０）
【０１１３】
　前記高分子系可塑剤中、数平均分子量５００以下の成分の存在量は１０質量％程度以下
であるのが好ましい。また、熱天秤法で、２００℃で１０分間加熱したときの質量減少率
は、５％程度以下であるのが好ましい。また、１４０℃で６０分間加熱したときの質量減
少率は、１％程度以下であるのが好ましい。
【０１１４】
　なお、本発明において、可塑剤は素材単体の最大吸収波長（λｍａｘ）が、より短波長
のものを用いることが好ましい。可塑剤がセルソースアシレート中でレターデーションを
発現する場合、そのほとんどが順分散性のレターデーションとなる。λｍａｘが長波長の
可塑剤を使用した場合、可塑剤に起因する位相差の影響で位相差フィルムの逆分散性が低
下してしまい、製造されるフィルムが所定の特性を満足しなくなる傾向がある。よって、
可塑剤のλｍａｘは、短波長のものが好ましく、具体的には、２５０ｎｍ以下が好ましく
、２３０ｎｍ以下であることがさらに好ましい。
【０１１５】
　前記セルロースアシレートフィルムには、劣化防止剤（例、酸化防止剤、過酸化物分解
剤、ラジカル禁止剤、金属不活性化剤、酸捕獲剤、アミン）を添加してもよい。劣化防止
剤については、特開平３－１９９２０１号、同５－１９０７０７３号、同５－１９４７８
９号、同５－２７１４７１号、同６－１０７８５４号の各公報に記載がある。劣化防止剤
の添加量は、調製する溶液（ドープ）の０．０１～１質量％であることが好ましく、０．
０１～０．２質量％であることがさらに好ましい。添加量が０．０１質量％未満であると
、劣化防止剤の効果がほとんど認められない。添加量が１質量％を越えると、フィルム表
面への劣化防止剤のブリードアウト（滲み出し）が認められる場合がある。特に好ましい
劣化防止剤は、ブチル化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）及びトリベンジルアミン（ＴＢＡ
）である。
【０１１６】
　前記セルロースアシレートフィルムは、延伸処理を施されたフィルムであってもよい。
延伸倍率は、３～１００％程度であることが好ましい。延伸処理は、テンターを用いて実
施できる。また、ロール間にて縦延伸を行ってもよい。
【０１１７】
　前記セルロースアシレートフィルムを、位相差膜としての機能に加えて、偏光膜の透明
保護膜としても機能させる場合、偏光子との接着性を改善するために、セルロースアシレ
ートフィルムを表面処理することが好ましい。
　表面処理としては、コロナ放電処理、グロー放電処理、火炎処理、酸処理、アルカリ処
理又は紫外線照射処理を実施する。酸処理又はアルカリ処理を実施することが好ましく、
アルカリ処理を実施することがさらに好ましい。
【０１１８】
［偏光板］
　本発明の液晶表示装置には、前記位相差膜として用いられるセルロースアシレートフィ
ルムを、直線偏光膜（偏光膜フィルム）と一体化させた偏光板を用いることができる。前
記偏光板は、前記位相差膜と直線偏光膜（以下、単に「偏光膜」、「偏光フィルム」とい
う場合は「直線偏光膜」をいうものとする）とを積層することによって作製することがで
きる。前記位相差膜として用いるセルロースアシレートフィルムは、直線偏光膜の保護膜
を兼ねていてもよい。
【０１１９】
　直線偏光膜は、Ｏｐｔｉｖａ　Ｉｎｃ．に代表される塗布型偏光膜、もしくはバインダ
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二色性色素は、バインダー中で配向することで偏光性能を発現する。ヨウ素及び二色性色
素は、バインダー分子に沿って配向するか、もしくは二色性色素が液晶のような自己組織
化により一方向に配向することが好ましい。現在、市販の偏光子は、延伸したポリマーを
、浴槽中のヨウ素もしくは二色性色素の溶液に浸漬し、バインダー中にヨウ素、もしくは
二色性色素をバインダー中に浸透させることで作製されるのが一般的である。
【０１２０】
　直線偏光膜の位相差膜を貼り付けた表面と反対側の表面には、ポリマーフィルムを配置
する（位相差膜／偏光膜／ポリマーフィルムの配置とする）ことが好ましい。
　ポリマーフィルムは、その最表面が防汚性及び耐擦傷性を有する反射防止膜を設けてな
ることも好ましい。反射防止膜は、従来公知のいずれのものも用いることができる。
【実施例】
【０１２１】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、試
薬、物質量とその割合、操作等は本発明の趣旨から逸脱しない限り適宜変更することがで
きる。従って、本発明の範囲は以下の具体例に制限されるものではない。
【０１２２】
（位相差膜の準備）
・位相差膜００１
　下記に記載の割合になるように各成分を混合してセルロースアシレート溶液を調製した
。各セルロースアシレート溶液を、バンド流延機を用いて流延し、得られたウェブをバン
ドから剥離し、その後１４０℃の条件下、ＴＤ方向に２０％延伸した後、乾燥して、５５
μｍのセルロースアシレートフィルムを作製し、位相差膜００１として用いた。
　なお、下記のレターデーション上昇剤として用いた液晶化合物F－１およびF－２は、液
晶性を示すことを確認した。
（セルロースアシレート溶液）
アセチル基置換度２．８６のセルロースアシレート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
下記の液晶化合物　Ｆ－１　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
下記の液晶化合物　Ｆ－２　　　　　　　　　　　　　　　　　６質量部
トリフェニルホスフェート　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
ジフェニルホスフェート　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１８質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２質量部
【０１２３】
【化２２】

【０１２４】
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【化２３】

【０１２５】
・位相差膜００２
　上記の位相差膜００１の作製方法において使用した、アセチル基置換度２．８６のセル
ロースアシレートの代わりに、アセチル置換度１．５４、プロピオニル置換度０．８４の
セルロースアシレートを用い、それ以外の条件は同様にして位相差膜００２を作製した。
【０１２６】
・位相差膜００３
　上記の位相差膜００１の作製方法において使用した、液晶化合物Ｆ－１は用いず、液晶
化合物Ｆ－２を８質量部用い、それ以外の条件は同様にして位相差膜００３を作製した。
【０１２７】
・位相差膜００４
　下記に記載の組成で各成分を混合して、セルロースアシレート溶液を調製し、上記の位
相差膜００１と同様の方法で得られたウェブをバンドから剥離し、その後、１２５℃の条
件下、ＴＤ方向に３０％延伸した後、乾燥して、８０μｍのセルロースアシレートフィル
ムを作製し、位相差膜００４として用いた。なお、可塑剤ＰＰ－３２のλmaxは２５０ｎ
ｍ以下であった。
（セルロースアシレート溶液）
アセチル基置換度２．８１のセルロースアシレート　　　　１００質量部
上記の液晶化合物　Ｆ－２　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
ＰＰ－３２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４１質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６質量部
【０１２８】
・位相差膜００５
　上記の位相差膜００４の作製方法において使用した、アセチル基置換度２．８１のセル
ロースアシレートの代わりに、アセチル置換度２．７７のセルロースアシレートを用い、
それ以外の条件は同様にして位相差膜００５を作製した。
【０１２９】
・位相差膜００６
　上記の位相差膜００５の作製方法において使用した、液晶化合物Ｆ－２の添加量を４．
５質量部とし、可塑剤として、ＰＰ－３２の代わりに、ＰＰ－３３を用いた以外は、同様
にして、位相差膜００６を作製した。なお、可塑剤ＰＰ－３３のλmaxは２５０ｎｍ以下
であった。
【０１３０】
・位相差膜１０１
　下記に記載の割合になるように各成分を混合してセルロースアシレート溶液を調製した
。各セルロースアシレート溶液を、バンド流延機を用いて流延し、得られたウェブをバン
ドから剥離し、その後、１２０℃の条件下、ＴＤ方向に２５％延伸した後、乾燥して、５
５μｍのセルロースアシレートフィルムを作製し、位相差膜１０１として用いた。
　なお、下記のレターデーション上昇剤として用いた円盤状化合物は、液晶性を示さない
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ことを確認した。
（セルロースアシレート溶液）
アセチル基置換度２．８１のセルロースアシレート　　　１００質量部
下記のレターデーション上昇剤（円盤状化合物）　　　　　　４質量部
トリフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　　　　　　７質量部
ビフェニルジフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　　５質量部
メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　４３０質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４質量部
【０１３１】
【化２４】

【０１３２】
・位相差膜２０１
　市販の市販されているノルボルネン系ポリマーフィルム“ＺＥＯＮＯＲ”（日本ゼオン
製）を、１４０℃にて縦方向を固定して横方向に３０％延伸して、位相差膜２０１として
用いた。
【０１３３】
　上記にて作製した位相差膜００１～００６、１０１、２０１について、自動複屈折計Ｋ
ＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ（王子計測器（株）製）を用いて波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６
５０ｎｍにおいて３次元複屈折測定を行い、面内のレターデーションＲｅ及び傾斜角を変
えてＲｅを測定することで得られる膜厚方向のレターデーションＲｔｈを求めた。結果を
表１に示す。表１に示す通り、位相差膜００１～００６は、いずれも上記式（Ｉ）～（VI
I）を満足していた。
【０１３４】
【表１】

【０１３５】
（偏光板の作製）
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　上記作製した位相差膜００１～００６および１０１の表面をそれぞれアルカリ鹸化処理
した。１．５規定の水酸化ナトリウム水溶液に５５℃で２分間浸漬し、室温の水洗浴槽中
で洗浄し、３０℃で０．１規定の硫酸を用いて中和した。再度、室温の水洗浴槽中で洗浄
し、さらに１００℃の温風で乾燥した。続いて、厚さ８０μｍのロール状ポリビニルアル
コールフィルムをヨウ素水溶液中で連続して５倍に延伸し、乾燥して厚さ２０μｍの偏光
膜を得た。ポリビニルアルコール（クラレ製ＰＶＡ－１１７Ｈ）３％水溶液を接着剤とし
て、前記のアルカリ鹸化処理した各位相膜００１～００６および１０１と、同様のアルカ
リ鹸化処理したフジタックＴＤ８０ＵＬ（富士フイルム社製）を用意し、これらの鹸化し
た面が偏光膜側となるようにして偏光膜を間に挟んで貼り合わせ、各位相差膜とＴＤ８０
ＵＬが偏光膜の保護フィルムとなっている偏光板００１～００６および１０１をそれぞれ
作製した。
【０１３６】
　位相差膜２０１については、アルカリ鹸化処理の代わりに表面をコロナ処理することに
より親水化し、上記００１～００６および１０１を作製したのと同様の方法により偏光板
２０１を作製した。
【０１３７】
［実施例１］
（液晶表示装置の作製）
　上記作製した偏光板００１を用いて、図１と同様の構成の液晶表示装置００１を作製し
た。具体的には、液晶セルとして、ＶＡモード液晶セル（Δｎｄ＝３００ｎｍ）を用い、
偏光板００１を図１中の表示面側及びバックライト側の偏光板（図１中Ｐ１及びＰ２）と
してそれぞれ組み込んで、液晶表示装置を作製した。なお、それぞれの位相差膜の遅相軸
を、図１に示す通り、互いに直交させて配置した。
［実施例２～３及び比較例１～２］
　偏光板００１を、上記で作製した偏光板００２～００６、１０１および２０１にそれぞ
れ代えた以外は、液晶表示装置００１と同様にして、液晶表示装置００２～００６、１０
１および２０１をそれぞれ作製した。
【０１３８】
（評価）
・黒表示時、白表示時の透過率
　上記で作製した液晶表示装置００１～００６、１０１および２０１について、黒表示時
および白表示の、正面方向および斜め方向（極角４５度・方位角６０度方向）の透過率を
測定することにより正面コントラストおよび斜め方向のコントラストを求めた。結果を下
記表２に示す。
・黒表示時のカラーシフト
　上記で作製した液晶表示装置００１～００６、１０１および２０１について、黒表示時
の色味変化Δｕ’ｖ’（＝√（ｕ’ｍａｘ－ｕ’ｍｉｎ）2＋（ｖ’ｍａｘ－ｖ’ｍｉｎ
）2）をそれぞれ測定した。ここで、ｕ’ｍａｘ（ｖ’ｍａｘ）は０～３６０度のうち最
大のｕ’（ｖ’）、ｕ’ｍｉｎ（ｖ’ｍｉｎ）は０～３６０度のうち最小のｕ’（ｖ’）
である。結果を下記表２に示す。表２に示す通り、位相差膜００１～００６を用いた本発
明の実施例の液晶表示装置００１～００６は、いずれも位相差膜１０１および２０１を用
いた比較例の液晶表示装置１０１および２０１よりも斜め方向のコントラストが優れ、色
味変化が小さいことがわかった。
【０１３９】
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【図面の簡単な説明】
【０１４０】
【図１】本発明の液晶表示装置の一例の概略模式図である。
【図２】図１に示す構成のＶＡモード液晶表示装置の光学補償機構の一例をポアンカレ球
上で説明するために用いた図である。
【図３】図１に示す構成のＶＡモード液晶表示装置の光学補償機構の一例をポアンカレ球
上で説明するために用いた図である。
【図４】図１に示す本発明のＶＡモードの液晶表示装置の例について、その光学補償機構
の一例をポアンカレ球上で説明するために用いた図である。
【符号の説明】
【０１４１】
１　　　液晶セル上側基板
３　　　液晶セル下側基板
５　　　液晶層（液晶分子）
８ａ、８ｂ　　　偏光フィルム
９ａ、９ｂ　　　偏光フィルム吸収軸
１０ａ、１０ｂ　　　位相差膜
Ｐ１、Ｐ２　　　偏光板
ＬＣ　　　液晶セル
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